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●●●●●６月定例会の委員会報告６月定例会の委員会報告６月定例会の委員会報告６月定例会の委員会報告６月定例会の委員会報告 ----- 総務文教常任委員会 ----------------- ｐ．２

　　　 　　　　　　 ----- 経済建設常任委員会 ----------------- ｐ．２

●●●●●                         検討委員会の中間報告検討委員会の中間報告検討委員会の中間報告検討委員会の中間報告検討委員会の中間報告 ------------------------- 市町村合併に関する調査研究部会 ----- ｐ．３

----- 議会活性化に関する調査研究部会 ----- ｐ．４

特集特集特集特集特集

※紙面の都合上「ウォッチ・ザ・議会」と「議会の動き」、「編集後記」は次号へまわしました。

第３１回北部ブロック議員懇談会に

て議案提案を行う辰野町議会

甲府市平瀬町にある ㈱中部環境開発の

廃棄物再生システム《コークスベッド

式溶融炉》を見学する議会　　　　　　

　

炉内が2000℃と超高温の為ダイオキシンを発生する

ことなく溶融し、あらゆる発生物をスラグ、メタル

などの有益な資源に変えることができるとの説明が

ありました。

辰野町議会が国道１５３号線について

　　バイパス完成

　　現国道の整備

などを早期実現することの要望を議案提案し採択さ

れました。後日開かれた上伊那市町村議会議員総会

にて県への働き掛けが決議されています。　　

←

→
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６月定例会６月定例会６月定例会６月定例会６月定例会ののののの委員会報告委員会報告委員会報告委員会報告委員会報告

総務文教常任委員会総務文教常任委員会総務文教常任委員会総務文教常任委員会総務文教常任委員会
請願第７号 義務教育費国庫負担制度の堅持に関する請願

請願第８号 30人学級の早期実現教職員数増を求める意見書提案

に関する請願

請願第９号 長野県独自の 30人規模学級の小中全学年への早期拡大

と複式学級の解消・県独自に教職員配置増を求める意

見書提出に関する請願

陳情第10号 有事法制の立法化を行わないよう政府に求める陳情書

陳情第11号 有事関連法案に反対する意見書の採択を求める陳情書　

雇用の危機突破を求める意見書提出について

経済建設常任委員会経済建設常任委員会経済建設常任委員会経済建設常任委員会経済建設常任委員会

（６月定例会では社会福祉常任委員会への付託案件はありませんでした）
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た
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す
が
、

一
年
経
過
し
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も
構
造
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革
は
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々
と
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ず
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て
景
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低
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。

　

長
期
に
わ
た
る
経
済
停
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に
よ
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収
入
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は
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暮
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を
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雇
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、
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会
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景
気
に
回
復
の
兆
し
が

見
え
始
め
た
現
在
、
個
人

消
費
を
盛
り
上
げ
、
雇
用

と
暮
ら
し
の
危
機
的
状
態

を
打
破
し
、
日
本
経
済
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再
生
さ
せ
る
た
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に
は
、

暮
ら
し
の
安
心
に
関
わ
る

分
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の
安
全
網
整
備
は

怠
れ
な
い
は
ず
で
す
。
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、
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政
再
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暮
ら
し
重
視
」
の
政
策
に
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換
す
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と
、
関
係
機

関
に
全
会
一
致
で
意
見
書

を
提
出
し
ま
し
た
。
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義
務
教
育
費
の
国
庫
負

担
制
度
は
教
育
の
機
会
均

等
と
水
準
の
維
持
向
上
を

図
る
た
め
義
務
教
育
の
根

幹
を
成
す
制
度
で
す
。

  

と
こ
ろ
が
、
近
年
国
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、
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理
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材
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庫
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か
ら
除
外
し
ま
し
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ら
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・
中
学
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務
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や
栄
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か
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方
自
治
体
へ
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り
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え
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こ
れ
が
進
む
な
ら
ば
、

地
方
財
政
は
圧
迫
さ
れ
、

子
ど
も
の
教
育
権
の
保
証

が
困
難
に
な
り
か
ね
ま
せ

ん
。

  

こ
れ
ら
か
ら
、
義
務
教

育
費
の
国
庫
負
担
の
堅
持

を
も
と
め
る
請
願
を
採
択

と
し
ま
し
た
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の
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教
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の
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平
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が
行
わ

れ
ま
し
た
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中
知
事
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、
平
成
15

年
度
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小
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校
２
年
生
ま

で
は
30
人
学
級
と
し
ま
し

た
が
、
他
の
学
年
は
財
政

難
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ら
見
送
っ
て
い
ま

す
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こ
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小
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中
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全
学
年
に
30
人
学
級
を
拡

大
し
て
ほ
し
い
と
の
住
民

要
望
に
も
と
づ
く
請
願
で

あ
り
採
択
と
し
ま
し
た
。

  

以
上
の
三
つ
の
請
願
に

つ
い
て
は
い
ず
れ
も
国
及

び
県
に
意
見
書
を
送
付
す

る
こ
と
を
全
会
一
致
可
決

し
ま
し
た
。

有有有有有
事事事事事
法法法法法
制制制制制
ににににに
つつつつつ
いいいいい
ててててて
ののののの
陳陳陳陳陳

情情情情情
ににににに
つつつつつ
いいいいい
ててててて

  

有
事
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な
が
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原
案
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に
と
っ
て
も

重
大
な
法
案
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あ
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に
も

か
か
わ
ら
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り
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る
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も
指
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さ
れ
て
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す
。
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一
致
に
て
可
決
し
ま
し

た
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市町村合併に関する市町村合併に関する市町村合併に関する市町村合併に関する市町村合併に関する
        調査研究部会

特集特集特集特集特集

検討委員会検討委員会検討委員会検討委員会検討委員会ののののの中間報告中間報告中間報告中間報告中間報告

　最近、市町村合併の話題がマスコミに頻繁に取り

上げられるようになりました。

　それは、市町村合併特例法による各種優遇措置を

１１１１１

受けられる期限(平成17年3 月31日)が迫ってきたか

らです。

　合併手続きに必要な準備期間を考慮すれば、今年

の秋頃までには、辰野町の方向性を示さなければな

りません。

　こうした状況を踏まえて、辰野町議会では「市町

村合併に関する調査研究部会」を立ち上げました。

現在、

    ①合併特例法の背景と内容

②市町村合併の進捗状況と今後の推移

③上伊那10市町村の財政状況分析及び人口と高

　齢化率の推移と推計

④辰野町の特殊事情

について資料収集と分析をしています。

　今後は、町当局と協力して、市町村合併のメリッ

トとデメリットを町民の皆さんに判りやすく提示で

きるような辰野町独自の資料作りに努力します。

　中央集権から地方分権への移行とは、中央依存自

治から脱却して自主独立型自治へ転換することです。

　そのためには、自治体の財政基盤強化と政策立案

能力及び住民の自治意識の高揚が必要不可欠です。

　町民の皆さんの生活と未来を大きく左右する、重

大な決断の時期が迫っています。市町村合併問題を

考えることは、とりもなおさず自分の故郷の将来

　辰野町が独立して行政運営していけるだけの能力

と気概があるか、合併してできる新自治体に郷土の

将来を託すことができるか、間違いないよう真剣に

見極める必要があります。

　いずれの道を選択しても苦難の道であり、選択権

と責任は住民に委ねられています。

を考えることなのです。

　当部会では、辰野町の将来に禍根を残さないよう

に、町民の皆さんが合併の是非を判断するために必

要な各種情報を積極的に提供していきます。

なぜ合併が話題になぜ合併が話題になぜ合併が話題になぜ合併が話題になぜ合併が話題に

議会の対応は議会の対応は議会の対応は議会の対応は議会の対応は

合併の必要性は？合併の必要性は？合併の必要性は？合併の必要性は？合併の必要性は？

真剣に考えて真剣に考えて真剣に考えて真剣に考えて真剣に考えて

私たちの部会では現在までに幾度となく会議を重ねてきました。その議論と研究の内容を報告します。
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議会活性化に関する議会活性化に関する議会活性化に関する議会活性化に関する議会活性化に関する
        調査研究部会

特集特集特集特集特集

議会活性化について議会活性化について議会活性化について議会活性化について議会活性化について

２２２２２

　４月15日、５月16日、６月25日に部会を開催し、議員定数及び議会活性化につき議論と研究をしました。

　定数につき、各種意見が出される中、大手新聞の

「全国有権者アンケート調査の結果70％が削減賛成」

との声を無視することは出来ないとの意見が出て、

慎重な調査研究を行うことになりました。つまり、

先ず削減ありきの議論からでなく適正な定数の研

究がされるべきだということになりました。

　

又、近隣類似町（下諏訪、箕輪、穂高）を視察し

ました。辰野との違いは

　①地理的に３町ともまとまっていること

　②辰野は特別会計（例えば病院、両小野小中学

校組合）、行政一部事務組合（伊那消防組合、

伊那環境行政組合、湖北行政組合）等が多いこ

と等が判明しました。

　従って議員の適正定数についての基礎的資料収

集及び各種情報収集を先ず実施するべきで、その

後各種団体に対しアンケート調査を実施すること

と、住民との懇談の必要性についても意見が出ま

した。

 次に、議会活性化については、各議員個々人

の資質向上が大前提であり、その為に特に必要

とされる

◎政務調査費（議員個人、グループ議員の辰野

 町にとっての重要課題等についての調査研究

 活動費）

◎図書室の設置（各議員及びグループでの町の

 諸問題研究書、各種資料の所蔵）

◎ＩＴの有効活用についての研究調査、

◎議会運営規則の見直し

等々につき議論しました。

　なお、上記の点についても前記の３町に定数と

ともに調査を行いました。

◎政務調査費については、下諏訪、穂高が既

　に実施をしていました。

　下諏訪では月１万円で、議会側より提案し

　て成立したそうです、そして穂高では月、

　５千円の他委員会視察は１人６万円、又、

　個別或いはグループで１人６万円、従って

　年間１人１２万円の政務調査費でした。

究極的には、各議員個々の実質的向上が求め

られます。

◎図書室については３町とも確かな整備がな

　されていました。

検討委員会検討委員会検討委員会検討委員会検討委員会ののののの中間報告中間報告中間報告中間報告中間報告

議員定数について議員定数について議員定数について議員定数について議員定数について


